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大韓民国の水道法等について（その２） 
 

４．大韓民国の水道法－概要－ 

 [施行 2009.7.31] [法律 第 9401 号、 2009.1.30、 他法改正]  
 

（訳注） 

以下は、大韓民国の水道法の中から、第１条(目的)、第２条(責務)、第５条(全国水道総合計画の立

案)、第６条(水需要管理目標制の実施)、第 12 条(水道事業の経営原則)、第 18 条(施設基準等)、第

23 条(水道施設運営管理業務の委託)、第 24 条(浄水施設運営管理士)、第 26 条(水質基準)、第 28 条(浄

水処理基準)、第 56 条(韓国上下水道協会の設立)、第 74 条(水道施設に対する技術診断等)、第 75 条

(国庫補助等)について、条文（仮訳）を紹介するものである。 

 

第 1 章 総 則 

第１条(目的) 

この法律は、水道に関する総合的な計画を立案し、水道を適正かつ合理的に設置及び管理し、公

衆衛生を向上させ生活環境を改善することを目的とする。 

第２条(責務) 

１ 国は、全ての国民が良質の水を供給されるように水道に関する総合的な計画を立案し、合理的な

施策を講じて水道事業者に対する技術支援及び財政支援に努めなければならない。 

２ 特別市長、広域市長及び道知事(以下「市・道知事」という。)並びに市長、郡首及び区庁長(自治

区の区庁長をいう。以下同じ。)は、管轄区域の住民が良質の水を供給されるように水道水源の管理

等に努めなければならない。 

３ 特別市長、広域市長、市長及び郡首(広域市の郡首を除く。)は、管轄区域の住民に水道水が安定

的に供給されるように水道施設の管理等に努め、道知事は管轄区域の水道事業者に技術的及び財政

的支援をしなければならない。 

４ 水道事業者は、水道を計画的に整備して水道事業を合理的に経営し、水道水を安全で適正に供給

するように努めなければならない。 

５ 全ての国民は、国が推進する水道に関する施策に協力し、水道水を合理的に使用するように努め

なければならない。 

第３条(定義)、第４条(水道整備基本計画の策定) 

第５条(全国水道総合計画の立案) 

１ 環境部長官は、国の水道政策の体系的発展、用水の効率的利用及び水道水の安定的供給のために

水道整備基本計画を基とする全国水道総合計画(以下「総合計画」という。)を 10 年ごとに策定しな

ければならない。 

２ 総合計画には、次の各号の事項が含まれなければならない。 

一 人口、産業、土地等水道供給の条件に関する事項 

二 水道水の需要見通し 
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三 水道供給目標及び政策方向 

四 広域上水道の需要見通し及び開発計画 

五 地方上水道の需要見通し及び開発計画 

六 村落上水道の需要見通し及び開発計画 

七 農漁村生活用水の需要見通し及び開発計画 

八 工業用水道の需要見通し及び開発計画 

九 上水源の確保及び代替水源の開発計画 

十 既存水道施設の改良計画 

十一 中水道の開発普及計画 

十二 水道事業の経営体系改善計画 

十三 水道技術の開発計画 

十四 水道人材の確保及び教育訓練計画 

十五 水道事業の投資及び財源調達計画 

十六 水道水の水質改善に関する事項 

十七 水道施設の情報化に関する事項 

３ 環境部長官は、総合計画を策定するため、関係中央行政機関の長、市及び道知事並びに関係する

機関団体の長に、総合計画の策定に必要な資料の提出を要請することができる。 

４ 環境部長官は、総合計画を策定する場合、関係中央行政機関の長、市及び道知事(以下「関係機関

の長」という。)と予め協議し、策定された総合計画を関係機関の長に通知しなればならない。 

５ 環境部長官は、水道供給政策の変更等で総合計画の重要な事項が変更されれば、国土海洋部長官、

特別市長、広域市長、市長及び郡首(広域市の郡首を除く。)に、水道整備基本計画の変更を要請す

ることができる。 <改正 2008.2.29> 

６ 環境部長官は、総合計画が立案された日から 5 年が経過すればその妥当性を再検討して、これを

変更しなければならない。 

第６条(水需要管理目標制の実施) 

１ 市及び道知事は、水道事業の効率性を高めて水道水の需要管理を強化するため、1 人当たり適正

水使用量等を考慮して管轄市、郡及び区(自治区をいう。以下同じ。)別水需要管理目標を定めて、

これを達成するための総合的な計画(以下「総合計画」という。)を 5 年ごとに立案して環境部長官

の承認を受け、環境部長官は総合計画を承認する前に、国土海洋部長官と協議しなければならない。

立案された総合計画を変更する時も同様とする。<改正 2008.2.29> 

２ 市長、郡首及び区庁長は、総合計画を施行するため、次の各号の事項が含まれた計画(以下「施行

計画」という。)を策定して、市及び道知事の承認を受け、策定された施行計画を変更する時にも承

認を受けなければならない。ただし、特別市及び広域市の場合、第 1 号及び第 2 号に関する事項は

特別市長と広域市長が施行計画を策定し施行する。 

一 年次別漏水量を減らす目標及び事業計画 

二 年次別有収水量を増やす目標及び事業計画 

三 中水道及び節水設備等水節約施設の年次別普及目標及び推進計画 

四 その他水の節約及び水利用の効率性を高めるために大統領令で定める事項 

３ 環境部長官及び関係行政機関の長は、第 1 項による水需要管理目標を達成できない市、郡及び区

に対しては、その市、郡及び区が施行する次の各号の事業又は行為に対する承認・許可等を出さな

いことがある。特別な理由もなく総合計画及び施行計画の承認を受けない特別市、広域市及び道(以

下「市・道」という。)並びに市、郡及び区についても同様である。 

一 一般水道事業 

二 都市開発事業、産業団地及び観光地等の開発 

４ 環境部長官及び関係中央行政機関の長は、第 1 項による水需要管理目標の成果により、市・道及

び市、郡及び区に対する支援を別に行うことができる。 
第７条(水道水源保護区域指定等)、第８条(水道水源保護区域の管理)、第９条(住民支援事業)、第 10

条(財源等)、第 11 条(水道水源保護区域の費用負担) 
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第 12 条(水道事業の経営原則) 

１ 水道事業は、国、地方自治体又は韓国水資源公社が経営することを原則とする。ただし、地方自

治体等の代わりに民間事業者によって水道水を供給することが必要と認められる場合には、その限

りではない。 

２ 水道事業者は、水道事業を経営する場合、合理的な原価算定による水道料金体系を確立して、水

道施設の整備拡充及び水道に関する技術向上に努めなければならない。 

３ 水道事業者は、第 2 項による水道料金体系を確立する場合に、需要者の水節約を促し需要者が水

の供給を受けるのに要する費用及び事業の継続性を維持するために必要な財源を、料金収入で確保

するように努めなければならない。 

第 13 条(営利行為禁止等)、第 14 条(中水道の設置)、第 15 条(節水設備等の設置)、第 16 条(雨水利

用施設の設置)、 

第２章 一般水道事業 

第 17 条(一般水道事業の認可) 

第 18 条(施設基準等) 

１ 一般水道事業者は、水道施設を設置する時に地震に対する安全性を考慮し、原水の質及び量、地

理的条件、水道の種類及び施設の規模により、大統領令で定める基準に適合する一般水道の水道施

設を具備しなければならない。 

２ 水道施設に使用される水道用資材及び製品は、大統領令で定める基準に適合するものを使用しな

ければならない。 

３ 第 3 条第 24 号による貯水槽を設置する時には、環境部令で定める基準に従わなければならない。

ただし、第 33 条第 2 項による大統領令で定める規模以上の建築物又は施設を除いた建築物又は施設

に貯水槽を設置する場合に従わなければならない施設基準は、地方自治体の条例で定めることがで

きる。 

第 19 条(完工時の水質検査)、第 20 条(水道施設の保護)、第 21 条(水道施設の管理)、第 22 条(水道

事業の民間資本誘致) 

第 23 条(水道施設運営管理業務の委託) 

１ 一般水道事業者は、水道事業を効率的に運営及び管理するため、大統領令で定めるところにより

水道施設の運営管理に関する業務(以下「水道管理業務」という。)の全部又は一部を、大統領令で

定める専門機関又は地方自治体の水道事業者に委託することができる。 

２ 一般水道事業者は、第 1 項により水道管理業務を委託する場合、大統領令で定めるところにより

水道管理業務を委託受ける者(以下「受託者」という。)と委託契約を締結し、環境部令で定めると

ころにより環境部長官に次の各号の事項を遅滞なく申告しなければならない。 

一 委託契約を締結した場合にはその締結事実 

二 委託契約を解約した場合にはその解約事実 

３ 受託者は、その受託を受けた水道管理業務の範囲内で、第 28 条、第 29 条、第 32 条、第 33 条第

1 項、第 36 条、第 37 条及び第 61 条を適用する場合、一般水道事業者とみなす。 

４ 一般水道事業者が水道管理業務を委託した場合、その委託業務の処理に対して受託者を指示及び

監督しなければならない。この場合、水道水の安全で適正な供給のために必要と認められれば、資

料の提出を要求することができる。 

第 24 条(浄水施設運営管理士) 

１ 浄水施設運営管理士になろうとする者は、環境部長官が実施する浄水施設運営管理士資格試験に

合格しなければならない。 

２ 次の各号のいずれか一つに該当する者は、浄水施設運営管理士になれない。 

一 未成年者、禁治産者又は限定治産者 

二 破産宣告を受けて復権していない者 

三 禁固以上の実刑を宣告されてその執行が終了(執行が終了したとみなす場合を含む。)した日又

は執行が免除された日から 2年が経過しない者 
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四 禁固以上の刑の執行猶予を宣告されてその猶予期間中にある者 

五 浄水施設運営管理士の資格の取消し後 3年が経過しない者 

３ 環境部長官は、第 1 項による資格試験に合格した者に資格証を交付しなければならない。 

４ 第 3 項により交付された浄水施設運営管理士資格証を他人に貸与してはならない。 

５ 第 1 項による浄水施設運営管理士資格試験の受験資格、試験科目、試験方法、試験の一部免除そ

の他試験に必要な事項は、大統領令で定める。 

第 25 条(浄水施設運営管理士の資格取消し等) 

第 26 条(水質基準) 

１ 水道を通じて飲用を目的に供給される水には、次の各号のいずれか一つに該当する物質が含まれ

てはならない。 

一 病原性微生物に汚染されたり汚染されるおそれがある物質 

二 健康に害となる影響を及ぼすおそれのある無機物質又は有機物質 

三 審美的影響を及ぼすおそれのある物質 

4.そのほかに健康に害になる影響を及ぼすおそれのある物質 

２ 第 1 項による水質基準に関して必要な事項は、環境部令で定める。 

３ 市・道知事は、住民の健康保護等のために必要であると認定すれば、第 2 項による水質基準以外

の項目に対して、地域別水質基準及び検査方法を条例で定めることができる。ただし、二以上の市・

道に原水又は浄水を供給する広域上水道に対しては、その限りではない。 

第 27 条(水質基準違反内容の公示) 

第 28 条(浄水処理基準) 

１ 一般水道事業者は、水道を通じて飲用を目的に供給される水が病原性微生物から安全性が確保さ

れるよう、大統領令で定める浄水処理基準を守らなければならない。 

２ 環境部長官は、一般水道事業者が第 1 項による浄水処理基準を遵守しない場合は、水道施設の改

善等必要な措置を命じることができる。 

第 29 条(水質検査と水量分析)、第 30 条(水道水評価委員会)、第 31 条(水道水品質報告書)、第 32 条

(健康診断)、第 33 条(衛生上の措置)、第 34 条(貯水槽清掃業の申告)、第 35 条(貯水槽清掃業の営業

停止等)、第 36 条(教育)、第 37 条(給水の緊急停止等)、第 38 条(供給規定)、第 39 条(給水義務)、

第 40 条(管轄区域以外の給水)、第 41 条(緊急給水支援)、第 42 条(事業の廃業又は休業)、第 43 条(国

が設置する水道の特例)、第 44 条(水道施設等の買収)、第 45 条(消火栓)、第 46 条(他の法律との関

係)、第 47 条(村落上水道) 

第３章 工業用水道事業 

第 48 条(国等が設置する工業用水道)、第 49 条(工業用水道事業の認可) 

第 50 条(準用規定)、第 51 条(国が設置する専用水道) 

第４章 専用水道 

第 52 条(専用上水道認可) 

第 53 条(専用上水道に関する準用規定) 

第 54 条(専用工業用水道に関する準用規定) 

第 55 条(小規模給水施設) 

第５章 韓国上下水道協会 

第 56 条(韓国上下水道協会の設立) 

１ 水道事業者、「下水道法」第 18 条による公共下水道管理庁、水道(下水道を含む。以下、同じ。)

に関連した事業を経営する者、水道に関連した学術研究分野に従事する者、その他大統領令で定め

る者は、水道に関する調査、研究、技術開発、その他水道の健全な発展を図るため、韓国上下水道

協会(以下「協会」という。)を設立することができる。 

２ 協会は、法人とする。 
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３ 協会は、その主な事業所の所在地で設立・登記をすることで成立する。 

４ 協会の事業に要する経費は、水道事業者等会員が出す会費及び事業収入金等で充当し、国、地方

自治体及び韓国水資源公社は、経費の一部を予算の範囲内で支援することができる。 

５ 第 1 項により協会が設立されれば、水道事業者(民間水道事業者を除く。)及び公共下水道管理庁

は自動的に会員になるものとする。 

第 57 条(役員と選出方法等)、第 58 条(監督)、第 59 条(「民法」規定の準用) 

第６章 土地等の収用と使用 

第 60 条(土地等の収用及び使用)、第 61 条(他人の土地への立入り等) 

第７章 監 督 

第 62 条(指揮・監督)、第 63 条(法令違反者等に対する措置)、第 64 条(改善命令等)、第 65 条(供給

条件の変更)、第 66 条(報告の要求等) 

第８章 補 則 

第 67 条(水道施設の管轄権)、第 68 条(料金等の強制徴収)、第 69 条(収入金の使用制限)、第 70 条(水

道設置費用の負担)、第 71 条(原因者負担金)、第 72 条(損壊者負担金)、第 73 条(技術研究開発等) 

第 74 条(水道施設に対する技術診断等) 

１ 水道事業者は、水道施設の管理状態を点検するため、5 年ごとに環境部令で定めるところにより

浄水場及び上水道管網等その水道施設に対する技術診断を実施し、その結果を反映した施設改善計

画を策定して施行しなければならない。 

２ 水道事業者は、第 1 項による技術診断に関する業務を環境部令で定める者に代行させることがで

きる。 

３ 水道事業者は、第 1 項による技術診断結果及び施設改善計画の策定及び施行結果を認可官庁に通

知しなければならない。 

第 75 条(国庫補助等) 

国は、水道事業者に対し、水道事業に必要な費用を補助又は融資することができる。ただし、地

方自治体の水道事業者が水道施設を設置又は老朽水道施設を改良する場合には、その地方自治体の

財政自立度等を考慮して、大統領令で定めるところによりその費用の全部又は一部を補助すること

ができる。 

第 76 条(水道事業用ダムの水没民に対する支援)、第 77 条(国有地の売却・賃貸)、第 78 条(権限の委

任と委託)、第 79 条(聴聞)、第 80 条(罰則適用での公務員擬制) 

第９章 罰 則 

第 81 条(罰則)、第 82 条(罰則)、第 83 条(罰則)、第 84 条(罰則)、第 85 条(罰則)、第 86 条(両罰規

定)、第 87 条(過怠金) 

 

付 則 （省略） 

 

（文責）センター常務理事兼技監    安藤  茂 

--------------------------------------------------------------------------------- 

http://www.law.go.kr/LSW/LsTrmSc.do?menuId=0&query=%EC%88%98%EB%8F%84%EB%B2%95+&x=22&y=11##
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  配信先変更のご連絡等について 

「ＪＷＲＣ水道ホットニュース」配信先の変更・追加・停止、その他ご意見、ご要望等がございましたら、会員

様名、担当者様名、所属名、連絡先電話番号をご記入の上、下記までＥ-メールにてご連絡をお願いいたします。

〒105-0001 東京都港区虎ノ門2-8-1 虎ノ門電気ビル２Ｆ （財）水道技術研究センター   ホットニュース担当 

Ｅ-ＭＡＩＬ：jwrchot@jwrc-net.or.jp 

ＴＥＬ ０３－３５９７－０２１４   ＦＡＸ ０３－３５９７－０２１５ 

また、ご連絡いただいた個人情報は、当センターからのお知らせの配信業務以外には一切使用いたしません。 

 

  水道ホットニュースのバックナンバーについて 

水道ホットニュースのバックナンバー（第58号以降）は、下記アドレスでご覧になれます。 

http://www.jwrc-net.or.jp/hotnews/hotnews-h21.html 

http://www.jwrc-net.or.jp/hotnews/hotnews-h21.html

